
令和７年（2025年）１０月
北海道農政部食の安全・みどりの農業推進局

食品政策課

参考資料１



● 「食品ロス」 とは、本来食べられるのに捨てられる食品

● 我が国の食品ロス発生量は国による推計で４６４万トン（令和５年度）

● 国民１人当たりに換算すると１年間で３７ｋｇ

● 毎日おにぎり１個分（102g）に近い量を捨てている計算

● 国連世界食糧計画が約１億2,820万人に対して行った食料支援量

約３７０万トン（2023年実績）の1.3倍

資料：ＷＦＰ､総務省人口推計ほか

◇ 日本の食品ロス発生量
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【食品ロス発生量（国による推計値）の推移と目標】



◇日本の食品ロス発生量 （令和５年度推計）

２

引用元：消費者庁「食品ロス削減関係参考資料」より



◇ 食品ロス発生量の推移と削減目標

３資料：消費者庁「食品ロス削減関係参考資料」の資料から引用



◇ 食品ロス削減に対する方針（国連、国、道）

「持続可能な開発目標」として１７のゴールと１６９の
ターゲットを採択（平成２７年９月）

【ターゲット12.3】
２０３０年までに小売･消費レベルにおける世界全体の１人

当たりの食料の廃棄を半減させ、収穫後損失などの生産･
サプライチェーンにおける食料の損失を減少させる

【国 連】

食品ロス削減推進法
（令和元年１０月施行）

多様な主体が連携し、国民運動として食品ロスの削減を推進するため、国・地
方公共団体・事業者の責務、消費者の役割や基本的施策を明記

食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針
（令和２年３月閣議決定）（令和７年３月変更）

法第 11 条の規定に基づき、食品ロスの削減 の推進の意義及び基本的な方
向、推進の内容、その他食品ロスの削減の推進に関する重要事項を定める

第４次食育推進基本計画
（令和３年３月）

「もったいない」という精神で、食べ物を無駄にせず、食品ロス削減に取り組む
ことは、食育の観点からも極めて大切。
※食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合の増加

（76.5%→80%以上）

第５次循環型社会形成推進基本計画
（令和６年８月）

「家庭系食品ロス量」については、国連の持続可能な開発目標を踏まえ、
２０３０年度を目標年次として、数値目標を２０００年度の半減とする

【国】

４

第５次北海道食の安全・安心基本計画
（令和６年３月策定）

食品ロス削減に向けた「どさんこ愛食食べきり運動」の推進

第５次北海道食育推進計画（令和６年３月策定） 食品ロス削減に向けた「どさんこ愛食食べきり運動」の推進

北海道食品ロス削減推進計画
（令和３年３月策定・公表）

本道の食品ロス削減に向けた効果的な施策を推進

【北海道（道庁）】



◇ 北海道食品ロス削減推進計画 （１）
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○ 北海道は、恵まれた土地資源や自然環境を活かし、我が国最大の食
料供給地域として、安全･安心な食料を供給する重要な役割を担っており、
食品ロスの削減は、食育の推進やＳ Ｄ Ｇ ｓ の達成に資する重要な取組で
す。

○ 食品ロスは、事業系、家庭系の双方から発生しており、その削減に向
けては、消費者や食品関連事業者等、関係機関･団体など様々な道民の
方々が主体的にそれぞれの役割を理解し実践することが重要です。



◇ 北海道食品ロス削減推進計画 （２）
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関係者の役割（主なものを抜粋してます）

・ 消費期限や賞味期限などの期限表示を正しく理解に努
めます。

・ 定期的に家庭にある食材を点検するなど使い切りに努
めます。

消費者
・ 生産･製造工程、製造方法などを見直すことにより、原材

料ロスや印字ミスなどによる廃棄の削減に努めます。
・ 季節商品の予約販売など需要に応じた販売や商習慣の

見直しなどの推進に努めます。
・ 宴会時における食べきりタイムの呼びかけなど「どさんこ

愛食食べきり運動」の実践に努めます。

食品関連事業者等

・ 食品関連事業者等が行う食品ロスの削減に向けた取
組への理解の促進に努めます。

・ 食品ロスの削減につながる取組の実践に努めます。

その他事業者

・ 食品ロスの削減に向けた取組を実践。
・ 道民や食品関連事業者等、関係機関･団体などの取組

や連携強化を促進。
・ 食の循環や環境との関係、食文化など様々な視点から

の食への理解と食に関する正しい知識を深める取組を
推進。

・ 食品ロスの削減につながる技術や事例などの情報提
供発信等を推進。

行 政

・ 自ら行う取組について、積極的な情報発信に努めます。
・ 行政等と連携しながら食品ロス削減に向けた取組を実

践に努めます。

消費者団体・NPO法人等

みんなで
できることから
やってみよう！

詳しくは北海道のＨＰ
も見てね！



◇ 北海道食品ロス削減推進計画 （３）
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【計画期間】
令和3年度(2021年度)から令

和12年度(2030年度)まで10年
間

【数値目標】
平成29年度(2017年度)に比

べ令和12年度(2030年度)まで
に、食品ロス量を20％削減

食品ロス削減のために何ら
かの行動をしている道民の割
合を令和10年度(2028年度)に
80％以上

計画期間、数値目標

〔参考値〕

区分
令和６年度
（2024年度）

令和10年度
（2028年度）

家庭で実施 ７８．３％
８０％以上

外食時に実施 ７１．０％



◇ 北海道の食品ロス発生量（令和４年度推計）

８農林水産省の推計値等を参考に北海道で推計

※道内の食品製造業の食品廃棄物等発生量は、ビートパルプを 主とするてん菜糖製造業の副産物が大きな
割合を占めていることから、てん菜の生産量による影響が大きいため、てん菜糖製造業を除いた食品ロス発
生量についても参考値として公表。

北海道の食品ロス発生量は２９万トン､事業系が２０万トン､家庭系が９万トン

〔参考値：上記のうちてん菜糖製造業を除いた食品ロス発生量〕



◇ 北海道における食品ロスの削減に向けた行動（令和６年度）

９

資料：令和６年度（2024年度）北海道農政部調べ 注：端数処理により合計が100%にならない場合があります

区分 H30年
度

R3年
度

R4年
度

R5年
度

R6年
度

R10年
度

(目標)

家庭で実施 69％ 76％ 79％ 81％ 78％ 80%以
上外食時に実施 62％ 70％ 70％ 70％ 71％



◇ 北海道における食品ロスの削減に向けた行動（令和６年度）

10資料：令和６年度（2024年度）北海道農政部調べ
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食べきれる量を購入する

冷凍保存を活用する

料理を作り過ぎない

冷蔵庫等の食材の在庫をこまめに確認する

残さず食べる

賞味期限切れでもすぐ捨てずに、自分で食

べられるか判断する

食べきれなかったものを他の料理に作り替

える

その他

家庭での取組



◇ 北海道における食品ロスの削減に向けた行動（令和６年度）

11資料：令和６年度（2024年度）北海道農政部調べ
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食べきれる分量を注文している

宴会開始時には、まず料理を食べるように

している

苦手な料理や量が多いときは食べられる人

に食べてもらっている

宴会終了直前、終了後に残った料理を食べ

きるようにしている

お店に了解をもらって、残った料理を持ち

帰っている

その他

外食時の取組


